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Abstract 
In this paper， the author tries to consider about th巴methodto analyze the housing circumstanc巴sand 
housing demands as the foundation for the study of the city-wide planning for housing supply. This paper 
contains fo11owing two parts， namely， 1)the orientation of the method of research and the fundamental 
concepts of the study， and 2) the framework and the preliminary of this study. 
The main viewpoints of the author discussed in this paper ar巴asfo11ows ; 
1) Different developments sha11 be made betw巴enthe housing supply on city-wide and that on national← 
wide. 
2) There are various developments by the locality in many aspects of the housing 
3) Th巴 city-wideplanning for housing supply shall be w巴1oriented as an important part of the com-
preh巴nsiveplanning of the city. The former sha11 be methodologically 1巴latedto other parts of the com 
prehensive planning. Therefore， the compreh巴nSlv巴 recognitionof the housing environment sha11 be a 
prerequisite for the analyses of the housing circumstances and housing demands 
4) The accumulation of research data on the city-wid巴 isinsufficient， and also the organizations of 
research activities are weak presently. Therefore， the compreh巴nsiveapproach of research is widely required 

























































































































































































































































注 13) 住宅事情の「地方性」についての指摘は，恐らく 1956年の西山卯三の所見(文 4 )が初めてであろう。









































































































































































































































































資料名 調査目的 調宜主体 調査期日 調査対象および標本抽出方法 結果の公flj状況





B 住宅統計 住宅事情 総理府 昭和23年以降 住宅および居住世帯，調査区抽出 公刊
調査 (指定統計) 統計局 5年毎 による襟本調査(平均 1/7) (都道府県編)
円統計局)
都道府県
C 建築統計 建築物着工状 建設省 |昭手間年以降 公flj(年報)
年報 況等 計画局 毎年 (建築:1f工統計)
(建築基準法) 建築物除去工事届出全数
(建築物除去統計)
D 住宅需要 住宅建設計画 ;建設省 昭和35.41・44 2段階標本抽出調査 公flj(結果概要)
実態調:企 基礎資料 住宅局 48年 1 ) 国調一般調丘区の 1/70抽出
21 抽出調査区内常住世帯の 1/
5拙出
E 住民基本 人口移動状況 総坪ー府 昭和22年以降 転入!品提出者全数 公flJ(季報・年報)
台帳人口
移動報告 (住民恭本台帳) 統計局 毎年 閲覧(都道府県)
F.家計調査 国民生活(家 総理府 昭和21年以降 消貧者世帝，層化3段抽出法 公判!](年報)
計収支)の実 統計局 毎年 1 ) 層別市町村抽出
態 2) 調査単位区抽出
(指定統計) 3) 調査世帯抽出
G.所得隔差 戸庁f号とそれに 市町村 昭和46年以降 「市町村税課税状況等の調」の}J日 公判J(年報)










集 百十 単 位 経年変化
市町村 集計項目(最近の調査における設小集計単位の場合)




水準。。50万以上 × × × 住宅所有関係~I] .主数および畳/人別世常数。。 。。。常住地における従業地別就業人口，従業地における常住地別就業人




むね統計)申， (一時現在者のみ・空屋)， (住宅の環境，日照・排水・道路)。。10万以上 × × × 昭48の場合，上記のうち *印のついた項目の l音[1(似し，昭43の
場合は都道府県編に絞っているものがある)。。 。× × 省工主主築物構造別床面積・工事予定額.i6:工建築物用途別H<UI積，
主主工新設住宅利用関係別戸数，着工新設住宅種類別数
。× 大都市闘 × × × (場荘の居住状況，邑:職)(今後の居住状況改善計画)， (最jlJ:6箇年の
屑{王状況変化)， (住環境)，(その他 収入・通勤時間・通勤方法等)
。。(10大市) × × × 転入人口総数， 自府県内移動数，府県閥移動数。注 ムJ王 J玉)各府県において各市・町村別の移動J数が判る場合がある。 (J也方日1]) × × × 収入階級別世帯分布および平均収入・支出額。 ム注 ム正 × 1世帯当リ・ 1ヵ月平均収入および支出額
J玉) 抽出された調査対象市町村



















































liUI 集計平位において O 県， ，h町村単位
市一県，市
県 県のみ
集計単位(注 1) 年 ;jz 資料法2)。 1950.55.60，65，70， (75) A 。 1950-55.55-60.60-65.65-70. A 。 1970 A 
県(0) 1955以降各年次 E 
こ〉 1970 A 
県 lS日以降各年次 E 
県 1955以降各年次 E 。 196日。65，70 A 。 1960.65，70 A 。 1900，65，70 A 。 1960.65.70 A 。 lS印 ，65，70 A 
県 1963守6さ.73 F 
県守特味市町村 19ω以降各年次 F 
ハ) 1971以降各年次 G 
c) 1971以降各年次 C 。 (1960) ，65， 70 A 
) ヘ (1960).65.70 A 
C (1960) .65.70 A 。 196日65，70 A 。 1960-65.ω70 A 
o 1960-65，65-70 A 
市 1968以降井年次 C 。 191泊。65，70 A 。 19-65.65-70 A 
rl 1967以降各年次 じ
出L 1967以降各年次 じ
¥ハJ 1970 A 
県 1963.68.73 E 
県. 10h以上，IJ 1963.68.70 B 
県， 10h以上Ili 1963.68.73 B 。 1960.65、70 A 
o 19CO.6S，iO A 
o 、 19削，65，70 A 。 1960.65.70 A 
こ〕 1960.65.70 A 。 1960.65.70 A 
県.501]以k市 1970 A 
県，3Gb"以上rh 197u A 
県.10万以上di 1963可68.73 B 
民 10h以上dJ 1963.68.73 B 
|県川以と市 1963.68，73 B 
県.10万以)'，J" 1963.68，73 B 
県 1963，(ポ，73 H 





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































譲マンション」・「公団賃貸住宅」 ・「公営住宅」 ・「民間木賃アパートJ. i民間一戸建借
家」の主要な 7住宅供給型間7)にわたり， B段階の「住宅地形成分析」と観察調査をふまえた，
15の調査地区を抽出して分析を進めた(調査期日 1972・11，および 1973・11。調査状況は図
5，表 4 )。室蘭圏の場合， 1971年に建築確認申請を提出した新築住宅のうち，建築場所が確
認でき，かつ調査開始時点 (1972・11)に入居者があった，地域的にまとまっているもので，


















対象 1也域 住宅地型(注 1) 
A 新札幌 ④ 
B 西 野 ③ 
C 西 野 ③ 
D n革 路 ④ 
E 北 野 ④ 
F* ①，②，③ 
G 真駒内 ③ 
H 真駒内 ③ 
ド大麻園町 ④ 
J *北 24条 ① 
K 琴似第 l ① 
市 3DK，2DK L*下聖子幌 ④ 
公営住宅 2邑立， 2DK M*山口東 ④ 
改良住宅 「光 星 ① 
。北 栄 ③ 
pキ琴似八軒 ③ 
民間木賃アノぐー ト
Qキ山 鼻 ① 
R水 j登 )I[ ② 


















































調査期日:1972. 11-1973. 3 
調査対象地区図は図 6参照のこと
アンケート配布団収状況 (注)1971年確認申請丙数




新築数(圧) 対象予定数 確認戸数 対象確定数
1 室蘭市港南 170 79 12 67 46 
12 母恋 209 139 28 111 75 
13 繭東 619 403 81 322 194 
14 港北 220 184 29 155 90 
15 白鳥古 457 185 4 181 85 
(室蘭市全体) (1675) ( 990) ( 154) ( 836) ( 490) 
21 登別市・鷲別 156 129 7 122 79 
22 幌別 229 170 14 156 68 
(畳別市全体) ( 385) ( 299) ( 21) ( 278) ( 147) 
31 伊達市山 F 191 95 2 93 58 
32 南稀府 35 :l5 2 33 28 
33 舟岡 92 92 9 83 47 
(伊達市全体) ( 318) ( 222) ( 13) ( 209) ( 133) 





日/A 注文悩人 分 両喪 住 毛
(%) {主 宅 民間主主売 公社主主売 分譲
て7ンンヨン
68.7 33 。 。 。
67‘6 40 8 。 。
60.2 108 17 。 。
58.1 53 16 。 。
47.0 31 。 13 。
(58.6) 265 41 13 。
64.8 63 6 。 。
43.6 27 3 。 。
(52.9) 90 9 。 。
62.4 51 o 。 。
84.8 28 。 。 。
56.6 27 。 l 。
(63.6) 106 。 1 。
58.2 461 50 14 。
o 10km 





公的借家 [( 間 i昔
公営住宅 その官也の p建借家 [( 1司公的借家 アハート
。 。 3 10 
。 。 。 26 
。 。 4 53 
。 。 5 13 
40 。 。 。
40 。 12 102 
。 。 2 8 
33 。 。 4 
33 。 2 12 
。 。 5 2 
。 。 。 。
16 。 2 。
16 。 7 2 






















































































調査地区 対象数 配布数 有効回収数
イ.北 栄 50 39 25 
ロ.幌 iじ 50 45 23 
ハ.山 鼻 100 81 37 
二.白石・豊平 50 45 16 











































て同時に調査した。(調査例の調査状況は凶 5，表-4，図 6，表 5を参照のこと)。
注27) 注9を参照のこと。しかし，住宅需要の側からは，周辺環境条件を実態として明確に型わけする方法は困








i注主 2却9) 文 2を参H照世のこと O
注 30) この手法については文 38に詳ししL
注31) 文 1，文 2および文 3を参照のこと。






注35) この分析の前提として，調奄対象に関する住宅供給型・住宅地型による型区分がある。 2~2 節で触れた




































































峯I 1 )持家，特に注文個人住宅の多き 2 )給与住宅の多さと退潮
件 I 3 )民間アパート等民間借家の増大化傾向，経営の零細性 4 )小規模宅分，建売分譲住宅の台頭
5 )公的住宅供給の限定性(公営住宅とわずかな公社分譲住宅) 6)分譲7 ンンヨン供給の実験的開始
????
住環境条件
-住戸条件 1)規模水準の{止さ(給与住宅内先導性) 2 )設備水準向後進性
3 )防寒性能への配慮の低き
・周辺環境条件 1)道路，交通，諸施設設備の不備 2 )地形条件の影響






1 )注文個人住宅の多数性と広範囲階層性 2 )給与住宅層の階層性の巾















る。記して謝意を表する次第である。 (1976. 4) (昭和51年 5月22日受理)
注42) 文 9を参照のこと。




















2 )民間供給(地元資本)の地縁的生業的経営 3 )給与住宅のシェア円高きと持家的相対的低き





1 )民間木賃アパート層の広範囲性と移動性 2 )持家層的相対的収入の低きと定着性
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